住宅用家屋証明の登録免許税軽減に関する証明について

（租税特別措置法　第７２条の２・７３条・７４条関係）

　　証明申請に必要な添付書類

	適用条項
	説　明
	添付書類

	＊保存登記

第７２条の２

（租税特別措置法施行令）

第４１条


	自己新築(増築)した住宅用家屋
	■ 登記事項全部証明書、登記完了証、登記済証
　 上記いずれか一点

· 住民票の写し

· (未入居)　入居する旨の申立書

· (未入居)　処分方法書類

※特定認定長期優良住宅・認定低炭素住宅については、認定通知書の写し

	
	建築後使用されたことのない住宅用家屋
	■ 登記事項全部証明書、登記完了証、登記済証
　 上記いずれか一点

· 売買契約書又は譲渡証明書

· 家屋未使用証明書

· 住民票の写し

· (未入居)　入居する旨の申立書

· (未入居)　現住家屋の処分方法書類

※特定認定長期優良住宅・認定低炭素住宅については、認定通知書の写し

	＊移転登記
第７３条

（租税特別措置法施行令）

第４２条
	個人が住宅用

家屋を売買又は競落により取得したとき
	■ 登記事項全部証明書、登記完了証、登記済証
　 上記いずれか一点

· 売買契約書又は譲渡証明書

· 競落の場合　代金納付期限通知書

· 住民票の写し

· (未入居)　入居する旨の申立書

· (未入居)　現住家屋の処分方法書類

	＊抵当権設定登記
第７４条

（租税特別措置法施行令）

第４２条の２
	個人が住宅ローンを借りてその建物に抵当権が設定されるとき
	■　第41条又は第42条関係の添付書類

■　金銭消費貸借契約書又は抵当権設定契約書




処分方法書類

· 持ち家を売却　売買契約(予約)書、媒介契約書の写し

· 持ち家を賃貸　賃貸契約(予約)書、媒介契約書の写し

· 借家・社宅等　家主との賃貸契約書、社宅使用契約書等の写し
· 親族が住む場合　親族の申立書(現住家屋が今後申請者の居住の用に供されるものでないとする書類)　　　　　　　　　　　　　　　　　　
［共通要件］
　　１．個人が自己の居住の用に供する家屋で、当該家屋の床面積が50㎡以上であること。

　　２．区分所有建物については、耐火又は準耐火建物であること。

　　３．当該家屋の新築又は取得後１年以内に登記を受けること。

　　４．併用住宅の場合は住宅部分の面積が９割超であること。

　　５．昭和56年12月31日以前に建築された家屋の場合は耐震基準適合証明書又は住宅性能評価書の添付が必要。

